「Ｑ＆Ａ　ソマリア沖海賊取締りと自衛隊派兵」の発行に当たって

２００９年１月１７日                  憲法改悪阻止各界連絡会議
　政府・与党は、海賊対策として「海上警備行動」を口実に、アフリカ東北部ソマリア沖に海上自衛隊を送ろうとしています。一方で「派兵法」をつくる準備も同時におこなっています。与党プロジェクトチームは週２回の会合を重ね、麻生首相は「現行法の『活用』」で「行動指針」を決め、近く発令、防衛大臣が海上自衛隊に準備を指示し、この３月にも艦船や哨戒機による「護衛」が開始されようとしているなど、事態は急を告げています。

外国船護送や外国軍と一体となった行動、必要に応じて武器を使用するなどの、憲法９条のこれまでの解釈をなし崩しにないがしろにし、自衛隊による集団的自衛権の行使や海外での武器使用に踏み出そうとしているのです。

ソマリア沖への派兵は、アメリカが求めるいつでもどこへでもどんな形態でも派兵できる自衛隊海外派兵・武力行使恒久法にむけてさらに歩を進めるものでもあります。

憲法改悪阻止各界連絡会議（憲法会議）は、この「海賊退治を口実にした自衛隊のソマリア派兵」に反対する立場で、この問題についての情報を多くの方がたに提供すべく、「Ｑ＆Ａ　ソマリア沖海賊取締りと自衛隊派兵　（『月刊憲法運動』編集部）」（全文別添）を作成しました。宣伝や学習のご参考にしていただくことを期待するものです。

